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3　疑似パートと典型パート
　前号の「はじめに」でも，述べたように，初期のパートの類型化をみる
と，「不安定雇用，縁辺労働力，新しい臨時工，潜在失業」と暗いイメージで
みるか，「主婦ニーズにあった雇用形態」と明るいイメージでみるか，とにか
く一つのイメージで概念化をはかるものであった。その後，パート増加とそ
の多様性を背景に，類型化の必要性がでてきた。
　まず，高梨昌氏による常用的パートと典型的パートの2類型化が提唱され
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る（8）。前者は，疑似パートとも呼ばれ，フルタイムに近い労働時間で働く，中
小零細規模の製造業に多い。後者は，短時間労働で流通・サービス業に多い
とされた。表12は，高梨［1991コによる表V－2を掲載したものであり，パー
トや派遣労働者などを含めた類型化とその特徴をまとめてあり，有用な議論
のたたき台となる表である。
　なおここで注意しておきたいのは，日本の短時間雇用者や呼称パートの労
働時間そのものが欧米に比べ長いことと，疑似パートの存在とは，一応，無
関係だということである。疑似パートは，あくまでフルタイム正社員との比
較を意識して，それとほぼ変わらない労働時間働いているパートである。経
営側からみて同じ労働者を，賃金コストの節約のために，身分を変えて利用
しているという意味合いを持つものである。
　たとえば，表13は1991年の英国と1992年の日本の雇用者の週間就業時間を
あらわしている。英国は週30時間以下をパートタイマーとよんでいるが，日
本と同じように，週35時間で区切ると（それが表13の上段），女性で46．8％が
短時間雇用者になる。一方，日本では24．6以上短時間雇用老である。女性短
時間雇用者の労働時間を比べてみると（短時間雇用者＝100），英国は「20－
34時間」が48．2％に対し，日本は「22－34時間」が60．2％である。また「15時
間以下」は，英国39．3％，日本15．4％である。このように，日本の短時間雇
用者の労働時間は長い。呼称パートでみた場合は，より一層長い。表13をみ
れば明らかなように，35．9％が週35時間以上である。
　また正社員と呼称パートの労働時間分布をみればわかるように，この2つ
は重なるところが多い。つまり，職場でパートタイマーとよばれていても，
正社員と同じか長い労働時間のパート（少なくとも他職場の正社員と比べ
（8）高梨［199ユ］によれば（ρ，276），この区分をはじめて行ったのは，高梨氏をはじめと
　する「女子パートタイム労働対策に関する研究会」であり，それは労働省婦人局
　［1987コにおさめられている。
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表12　雇用・就業形態別労働者の類型の特徴
類　型 労働時間
雇用契約
匇ﾔの定
ﾟの有無
賃金形態 残　　業條ﾔ等俗　　称 その他
推定労
ｭ者数
常用労働者 通常の労働 定めなし 月給制 残業あり 社員，本 大企業と 男子が主
時間（フル （終身雇用 が原則 工 公務で支
タイム労 慣行） 配的タイ
働） フ。
常用的 通常の労働 定めがあっ 主に時間 残業なし パートタ 中小零細 200万人～
パートタ 時間または ても反復更 給与 が50％ イマー， 規模の製 300万人
イム労働 これに近い 新の定めあ 動務時間 準社員 造業で多
者（疑似 フルタイム りが55％ を弾力的 い
ノ｛ 的パート 労働 に定める?
タイム労 場合が多
? 働者） い?
典型的 通常の常用 定めありが 時間給 残業なし パートタ 流通産 女子が主??
パートタ 労働者と比 原則 が原則 イマー， 業，サー 500万人置? イム労働 べ短時間 勤務時間 定時社 ビス産業 600万人?
が弾力的 員，準社 で多い
員，嘱託，
アルバイ
トなど
常用雇用 通常の常用 定めなし 主に月給 残業あり?
労働者に準 だが日 が原則 派遣社員 7万人強
ずる 給，時間 派遣ス??
給もある タ　ッ　フ??
非常用雇 派遣契約に 定めあり 時間給 残業なし
ブ　イ　ー
求@ドス派遣先は 女子が主?
用型 よって差が が原則 タッフな 大企業が 25万人
（登録型） あるが短時 勤務時間 ? 主
問労働が多 が弾力的
い
臨時労働者 通常の労働 定めありだ 日給 臨時工， 製造業が
老と同じ が更新しな 季節工， 多い
いのが原則 アルバイ
g
日雇労働者 同上 日々雇用 日給 日雇 建設業， 男子が主
運輸業が
殆ど
出所）高梨〔1991コp，244。
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　表13英国と日本の週実労働時間の分布
英国（1991）
　　　　　　人数
　　　　　（千人）
雇用者全体　21863
　男子　　　11639
　女子　　　10224
O　一15
10．2
3．0
18．4
　　　　　　　時　　間
16－19　20－34　35－42　43－44　45－48　49－59　60＋
3．0　12．2　43．2　5．7　10．3　10．8　4，7
0．6　3．1　45．0　7．9　15．5　17．1　7．8
5．8　22．6　40．9　3．1　4．4　3．6　1．2
?
100．0
100．0
100．0
注）①労働時間は主たる仕事の労働時間で（副業を除く），残業（サービス残業含む）を
　　含み，食事休憩を除く。
　②雇用者は自営業を含まず，人数には労働時間無回答を含む。
資料）Watson［1992］Table　9，　Labour　Force　Survey　1991
日本（1992）
男子＊
　正社員＃
　パート＃
　アルバイト＃
女子＊
　正社員＃：
　パート＃
　アルバイト＃
　注）
人数
（千人）
30786
25695
　252
　866
18910
12033
4874
　857
　　　　　　　　　　時　　間
O－15，　15－21，　22－34，　35－42，　43－48，　49－59，　60＋
O．9SO｝6　1．0％　2．4f96　23．5％　37．9％　22．4％　11．9rdO
O．250）6　O．4rdO　1．2％　24．1％　39．1％　23．3rdO　11．7906
6．0906　9．1％　24．2rdO　26．2％　23．4906　8．3％　2．8rdO
15．7906　15．8906　20．6PO6　18．8％　17．4rdO　8．2906　3．5％
3．8％　6．0906　14．8906　29．5906　32．6％　10．3PO6　3．1906
0．6％　O．8906　3．4906　35．0906　42．9fO）6　13．6％，　3．6PO6
7．3rdO　16．3rdO　40．6AO　22．8906　10．2PO6　2．4％　O．5rdO
22．4fO）6　18．8906　23．1906　20．1906　I　I．250L6　3．7906　O．7PO6
　　＊雇用者で年間200日未満かつ規則的就業者と200日以上就業者
　　＃事業所における呼称
資料）就業構造基本調査　1992
て）が多くいるということである。
重要性の背景にあるのであろう。
時間
100．0
100．0
100．0
100．0
100．0
00．0
100．0
100．0
こういった事実が，疑似パートの問題の
　3．1　「労働省調査」
　こういつた疑似パートの実数や属性の把握は難しいとされてきた。それを
事業所調査により，ほぼ明らかにしたのが，前号でも用いた労働省「パート
タイム労働者総合実態調査」（1990年実施；以下，「労働省調査」と略す）で
ある。これは，全国主要9大産業の常用労働者5人以上の14685事業所とそ
のなかのパートタイム労働者30600人が調査対象である。
　　「労働省調査」では，最も広義のパートタイマーをパートタイム労働者的
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取扱いを行っている「いわゆるパート」と「いわゆるパート以外の短時間労
働者」に分けている。前者には学生アルバイトも含まれるが，所定労働時間
により，rAパート」とrBパート」に分けている。所定労働時間が正社員よ
り短いのが「Aパート」，ほぼ同じであるのが「Bパート」である。後者は，
正社員とその他に分けている。この後者が，ほぼ「疑似パLト」に近いと思
われる。あまり注目されていないが，正社員の短時間労働者の人数もわか
る。事業所調査により，全体の特徴がわかるので，それをみよう。
　パートタイマー約607万人の約4分の3が女性である。正社員と所定労働
時間がほぼ同じであるrBパート」はパート全体の約2割，そして男性にも
かなり多い。女性だけをとりだすと，8割がAパートでBパートは16％とそ
れほど多くはないが，無視できるほど少ないとは決していえない。正社員の
短時間労働者が2．6％，約16万人存在する。女性のほうが少し割合が大きい。
学生アルバイトは男性のほうが若干多いが，ほぼ同数で70万人もいる。とに
かく疑似パートに近いBパートが，全体で2割，女性で16％いることは，重
要な事実といってよい。なお，より最近の調査ということで，サンプル数は
少ないが，滋賀県の1994年の調査がある。これによると「パート」「嘱託・臨
時・アルバイト」あわせて312人用女性うち，Bパートは20．8％である。2割
程度という数値は簡単には減らないのであろう（滋：賀県［1995］）。
　前号の表7をみるとわかるように，Bパートの3分目1の女性が「正社員
として働ける会社がない」ため，いまの状態で働いているという。前号の定
義と異なるが，ある意味で「不本意パート」といってもよいであろう。労働
時間がほぼ同じでありながら，正社員になりたくてもなれない一部のBパー
トの苦悩がうかがえる。
　Aパート，Bパートを，産業別にみると興味深い（表14）。産業別にみて多
いのは，卸・小売業，飲食店，サービス業，製造業の3つで，この3つで9
割以上を占めるが，Bパートの割合をみると，それぞれ，9．5％，17．6％，
31．2％である。とくにパート比率の高い小売業，飲食店，映画・娯楽業で
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表14　パートタイム労働者類型の産業別構成
鉱業
建設業
製造業
　消費関連
　素材関連
　機械関連
パートタイム　 パート
労働者数（千）　比　　率
　　　2．3　3．0906
　　147．0　3．9％
　1555．1　12．4PO6
　　678．6　19．8PO6
　　309．3　8．6％
　　567．2　10．3％
電気・ガス・熱
供給・水道業
運輸・通信業
卸・小売業，
飲食店
　卸売業
　小売業
　飲食店
金融・保険業
不動産業
サービス業
　旅館その他
　映画・娯楽
　医療業
産業計
　注1）Aパート．
15．7
179．5
2365．8
254．1
1422．9
688．9
125．2
　32．1
1644．0
150．1
393．1
197．2
6066．7
Aパート　Bパート
26．1rdO　73．9％
26．360　62．3％
65． rdO　31．2％
68．IPO6　29．0％
65．4％　30．4906
62．6％　34．4AO
パートタイム＝＝　100
　　　　　パート以外
学　　生　短時間労働
　O．0906　O．ordO
　2．460　11．5906
　 ．4rdO　3．2Pe6
　3．1％　2．9％
　3．2％　4．2％
　1．3％　3．0％
4．5906　42．7％　54．8％　O．O％
5．6906　62．3％，　33．8906　8．5％
25．7PO6
6．8％0
34．4％
51．9％
6．9PO6
10．3％，
16．OPO6
28．7％
32．5　PO6
11．3％
14．6906
88．7％
80．250）6
87．6SO）6
94．2906
62．srdO
65．1％
76．6％
74．6906
86．1％
73．2％
76．4％
9．5906
18．5％
10．0％
5．2％
24．7AO
32，lfO）6
17．660
21．5％
10．3PO6
18．5fO）6
19．8fO）60
22sl％
4．3SO）6
19．7PO6
33．750）6
0．6foO
6．5％
7．9％
11．2％
12．3％
8．1％
11．7％
2．srdo
3．9％o
1．8％
1．3PO6
2．4PO6
0．6PO6
！2．9PO6
3．1％0
5．8％
3．9％
3．5％
8．3％
3．8906
　　　　　　　’所定労働時間が正社員より短いパLト
　　　Bパート：所定労働時間が正社員とほぼ同じパート
注2）パートタイム労働者数には，「いわゆるパート」以外の短時間労働者を含む。パー
　　ト比率も，これで計算。
　注3）労働大臣官房政策調査部［1992コ『平成2年パートタイマーの実態』の第3図（8
　　　頁）と異なる数値があるが，統計表の第1表（48－49頁）を用いて計算すると，こ
　　　の表のようになる。
　資料）労働省「パートタイム労働者総合実態調査」（1990年実施）
は，Bパートの割合が低く，学生アルバイトが多いことが特徴である．製造
業はBパートの比率が高いが，とくに機械関連で多い。その他の産業では，
Bパートの割合は高く，鉱業，建設業，・電気・ガス・熱供給・水道業では5
割を超す。これらの結果から，パートタイマーは，疑似パートに近いBパー
トの少ない小売，飲食店タイプとBパートの多い生産産業タイプに大きくわ
かれることがわかる。
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表15　企業規模別雇用事業所割合 （単位　％）
「いわゆるパート」を
ﾙ用している事業所
企業規模
?
①「パー
gタイ
?J働
ﾒ」を
ﾙ用し
ﾄいる
幕ﾆ所
?
?「????????ー?」????????????「? ? ????????「 ????????
?「??????????????????????「?????????????????????
⑧「学生
Aルバ
Cト」
?ﾙ用
ｵてい骼幕ﾆ
「パー
gタイ
?J働
ﾒ」を
ﾙ用し
ﾄいな
｢事業
?
100．049．548．1 5．3 38．7 4．1 44．0 9．5 8．2 50．5
1，000人以上100．053．453．0ユ0．8 38．9 3．4 49．6 ユ4．2 13．3 46．6
500～999人100．049．048．716．9 29．0 2．8 45．9 19．7 9．251．0
300～499人100．056．156．1 11．6 35．88．8 47．3 20．4 15．7 43．9
100～299人100．052．452．1 8．3 36．5 7．4 44．8 15．6 8．7 47．6
30～99人100．06L460．4 9．0 44．7 6．7 53．7 15．69．3 38．6
5～29人100．045．24332．3 38．0 2．9 40．3 5．2 6．7 54．8
　出所）労働大臣官房政策調査部［1992コ第2表（9頁）
　規模別にみてみよう。表15は，事業所調査により，パートタイマーはじめ
Aパート・Bパートを雇用している事業所の割合を示したものである。いわ
ゆるパートを雇用している事業所は，約半数である。企業規模30－99人が6
割ともっとも多く，5　一29人規模が43％ともっとも少ない。しかし，規模の大
小とパート利用率の相関はみられない。Bパートについては，「Bパートの
み雇用している事業所」（⑤欄）もrBパートを雇用している事業所」（⑦
欄）も，300－499人規模がもっとも多くなる。300－499人規模全体の2割の事
業所，パート利用企業の36％がBパートを雇用している。
　個人調査でみると（表16），まずパート比率は300－499人規模がもっとも高
いが，規模による差はほとんどない。そして，Bパートの割合の高いのは
500－999人規模で3割である。30人未満では2割をきり，大きな企業より少
ない。女性だけでみると，100人以上から1000人未満において20－25％で多
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表16　パート労働者の規模別構成
　　　　　　　　　　男女計
　　　　　パ．一　ト企業規模　　　　　比　　率
1000一　14．1％
500－999　12．IPO6
300－499　16．3％
IOO－299　14．450）6
　30一　99　14．9fO）6
　5一　29　13．4906
　計　　　14．1％
Bパート　　Bパート
割　　合　　構　　成
21　．1％　26．9rdO
30．3SO）6　11．8PO6，
26．9906　10．2％
28．8rsO　15．7％
18．7rdO　18．5％
13．4rdO　16．8％0
20．7fO）6　100．OSO）6
注）パート比率＝「いわゆるパート」／全労働者
　　　　　　女性
パー　ト　　Bパート
比　　率　　割　　合
32．7％　16．1％
31．9％　23．69
32．3％　22．OPO6
27．0％　24．2rdO
27．0％　14．1rdO
25．6％　10．2906
28．7PO6　16．1％，
Bパート割合＝Bパート／「いわゆるパート」（Aパート十Bパート）．
Bパート構成＝Bパート全体を100としたときの各規模の構成比
Bパート
構　　成
27．2PO6
11．9％
10．4％
16．6％
17．0％
16．9％
100．0906
い。男女計でも女性だけでも，1000人以上の大企業では，Bパートの割合は
平均なみで中堅企業より少ない。そして100人未満の小企業では平均を下回
る。Bパートの人数の構成比をみると，1000人以上が4分の1強と多いが，
100人未満にも35％もいる。
　以上，事業所調査と個人調査の結果をみると，Bパートが相対的に多いの
は，中規模の企業だということがわかる。高梨氏の疑似パートの特徴づけに
おいては，中小零細規模の製造業に多いとされていたが，規模だけからみる
と，中小零細というより中規模・中堅企業に相対的に多いことがわかる。た
だ産業と規模のクロス集計がわからないので，製造業における特徴としては
正しいかもしれない。また，Bパートの人数では，大企業でも零細企業でも
多い。ゆえにBパート，すなわち疑似パートの問題は，規模を問わず存在す
るといってよい。
　職種別にみると，BパートがAパートを上回る職種はないが，割合はかな
り異なる（表17）。技能工・生産工でBパートが3割を超すのに対し，販
売・営業では1割である。販売・営業，サービスといったサービス経済化の
進展で生まれたパートはAパートが多く，製造業中心のブルーカラーでは，
かなりBパート．が多いことがわかる。産業別にみた結果に対応している’e専
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門・技術でBパートが4分の1以上もいることは興味深い。次の表18でみる
ように，男女とも，他の職種にくらべ賃金は高いが，専門・技術のAパート
に比べると低い。
　AパートとBパートの時聞給を比べると，男子はだいたいの職種でAパー
トが高い（表18）。女子はAパートがわずかにBパートより高いがほとんど
変わらない。ただボーナスをいれると年収でばかなりの差がつく。夏季賞与
の女子平均はAパート6．9万円，Bパート14．3万円，女子平均年収はAパー
ト96．9万円，Bパート159．8万円である。平均年間総実労働時間は，　Aパート
　　　　　　　　　表17職種別パートタイム労働者類型の構成
　　　　　　　　　　　　　　　パートタイム　　パートタイム＝100
　表18
　職種
専門・技術
事務
販売
サービス
保安
農林漁業
運輸
通信
技能工・生産工
合計
　　　職種
事・務
専門・技術
販売・営業
サービス
技能工・生産工
運輸・労務
その他
合計
労働者数　　　Aパート
　777．0（千人）76．6％
　422．5　73．2SO｝6
1331．8　89，760
1077．3　85．650）60
1408．3　68．4％0
　510．8　79．9％
　310．2　78．2％
5837．8　79．450）6
職種別パートタイム労働者の賃金（平均時間給）
Bパート
23．4％
26．89060
10．3PO6
14．49060
31．6PO6，
20．IPO6
21．8906
20． ％
資料）労働省「パートタイム労働者総合実態調査」（1990年実施）
　　　個人調査
男　　子　　　　　　　女　　子
Aパート　Bパート　　Aパート　Bパート　　Aパート
　2192　990　962　917　43．9
　764　830　689　708　90．2　701　700　654　640　93．3　747　772　682　662　91．3　780　768　709　3045　90．9
　733　639　629　494　85．8　850　822　688　80．9　731　699　718　645　98．2　879　790　629　624　7！．6
　882　795　671　663　76．！
　27表：時間給形態の労働者のみ（Bパートでは44％）
男女格差男子＝100
Bパート
　92．6
　85．3
　91．4
　85．8
396．5
　77．3
　92．3
　79．0
　83．4
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1285時間，Bパート1806時間である。疑似パートのパートタイマーとしての
問題性を指摘するのは容易だが，年収が相対的に高いことに注意すると，仁
田道面氏も強調するように，時間給フルタイム労働者として実質的に機能し
ていることを念頭においた分析が必要とされよう（仁田［1993a］）。
　3．2　他の調査
　前項で用いた「労働省調査」以外に，疑似パートを推定できそうな調査
に，まず前号で見たJIL調査がある。この調査の個人調査において，非正社
員に正社員（フルタイマー）との勤務時間を比較させて，「ほとんど同じ」
「短い」「比べられない」「わからない」のなかから回答させている。「正社員
とほとんど同じ勤務時間」と回答したものが疑似パートと思われるが，
30．5％存在する（日本労働研究機構〔1991］p，60）。産業別にみると，製造業
が42．7％，卸・小売業，飲食店20．0％，サービス業24．6％で，それぞれ労働
省調査よりも10％前後多い。全体として，推定される疑似パートは，労働省
調査の2割にくらべ，1割も多い。調査時期は1989年と労働省調査とほぼ同
じだが，調査対象が異なる。労働省調査が5人以上の事業所から抽出された
個人調査であるのに対して，JIL調査の個人調査は，関係行政機関の研究会
や懇談会などに参加した事業所のなかから，パートタイム労働者等非正社員
の雇用が進み，関心が高いと思われる事業所に調査を行い，その回答事業所
の労働者への調査である。パートの活用がすすんでいるサンプルが多いJIL
調査のほうが，疑似パートが多くなっていることは，ある意味では悲観的な
結果である。ただしJIL調査の95％が100人以上の事業所規模であるから，
中規模企業に疑似パートが相対的に多いという労働省調査の結果と整合的だ
とも考えられる。
　のちの4節で詳しく見る1990年のゼンセン同盟の調査によると，スーパー
の女性パートの週実労働時間（賃金計算の対象になる実際に働いた時間）が
40－45時間未満が16．3％，45時間以上が7．5％いる。この時期におけるこの労
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働時間で働くパートは疑似パートといってもよいであろう。スーパーでは，
なんと4分の1が疑似パートであることになる。週35時間以上は4割であ
り，呼称パートで短時間雇用者は6割となる。表12の典型パートの例として
流通業があがっているが，少なくともチ＝一ソストア業界の女性パートの労
働時間の大多数が典型パートとはいえない。ただ世帯構成別にみると（ゼン
セン同盟［1991］p．336），週40時間以上は，独身47．1％に対し，子供のある
既婚者は18．8％と違いが大きい。ただ後者においても2割近くが疑似パート
の可能性がある。またパートの資格制度のある企業で働く女性パートについ
て，一般のパートと上位資格のパートを比較すると（ゼンセン同盟［1991］
p．356），週40時間以上は，前者が21．6％であるのに対し，後者は39．1％であ
る。上位資格のパートで週35時間未満の短時間雇用者は27．1％にすぎず，責
任の重い仕事につくと，短い労働時間では仕事がこなせないのかもしれな
い（9）。
　どの調査の結果も，それなりの意味があると思われるが，最低限，2割の
疑似パートがいることは確実で，大多数のパートが正社員より短いパートと
いうことはできない。しかしながら，大多数のパートが正社員とそれほど変
わらない労働時間だというのも間違いであることは，言うまでもない。JIL
調査で，「正社員より短い」と答えた59．8％の非正社員に，正社員との時間の
差を尋ねている。1時間30分未満の差は17．4％でそれほど多くない。半分以
上が2時間以上の差がある。しかし，ここでも産業による差は大きく，製造
業では，2時間未満の差が6割を超す。JIL調査の結果を全体としてみると，
「ほぼ同じ」の3割と，「正社員より短い」6割のうち1時間半未満の差のも
のまでを含めると，4割を少し超える。ゆえに，疑似パートをもっとも広く
（9）ただ上位資格のパートタイマーになって，「労働時間が長くなった」とするものは，
　18．3％にすぎない（ゼンセン同盟［工991］p．365）。逆にいえば，もともと労働時間の長
　いパートが上位資格に登用されやすいともいえよう。また登用のさいに，一定の勤務時
　間を条件にする資格制度もあり，その影響もあろう。
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とっても，4割で，半分以上は典型パートになる。しかし，繰り返すが，産
業による差が大きく，大半が疑似パートである業種も考えられる。
4　補完型パートと基幹型パート
　4．1　研究動向
　もう一つ別の角度からの類型化を行ったのが，中村恵氏である（lo）。彼はま
ず，労働需要側からの議論を吟味し，よくサービス経済化から「労働需要の
波動性」が高まり，その結果，パートタイマーが増加している’という議論の
弱点を指摘する。サービス産業全体が労働需要の波動性をもっていないし，
波動性のある業種であっても，実際はパートでは足りず，学生アルバイトを
充てているケースが多い。こういつた議論を建設的に進めるには，パートタ
イマーの仕事の内容を詳しく調べないと，正確な現状把握と将来展望ができ
なくなる。
　そこで彼は，かなりの数のフィールドワークをこなし，学界に大きな影響
を与えた基幹型パートと補完型パートという類型を生み出す。基幹型パート
とは，勤続をつむにつれ仕事内容が徐々に高度化し，それに応じて時間給も
上昇してタイプのパートである。内容としては，キャリアの浅い正社員と同
一の仕事を行っている。また，女子正社員の代替として導入され，今はパー
トのみになっているケースもある。3節でみた高梨氏による製造業の疑似
パートもここに含まれる。これに対して，補完型パートは単調・単純作業を
正社員を補完する形で働くパートである。補完型パートの賃金は，一般に一
定で，査定や勤続年数で上昇することはない。この2つの類型が生まれた理
由として，企業の主体的な姿勢の差よりも，それぞれの企業や職場のパート
タイム労働に対する需要構造の違いを，彼は強調している。
（10）中村恵［1990］。詳しい調査報告は大阪婦人少年室［1989コ。
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　中村恵氏による，この補完型パートと基幹型パートの区別は，仕事内容に
着目しているため，パートタイマーに関する奥深い議論を可能にした。その
後の注目すべき研究にも影響を与えたが，理論的影響については次号の6節
で論じることにして，関連するいくつかの研究をみておこう。
　中村圭介氏は働く時間と勤続年数にしたがって，表19のように，5つの類
型に分けているく11）。まず雇用形態あるいは身分について，正社員と非正社員
に分ける。これは処遇上の違いが反映されている。そして，中村圭介氏は，
パートタイムという用語はまぎらわしいとして，働く時間により，ショート
タイムとフルタイムに分ける。高梨氏の区分に対応する。次に現実のパート
に関連する非正社員を，非常用と常用に分ける。この区別は，勤続年数の違
いが基本のようだ。この分類でいくと，人事管理や政策上，問題となるの
は，5つの類型のあいだの変化である。たとえば，AからCへの変化は，補
完型パートから基幹型パートへの移行と考えられる。AとCが仕事の上で関
係していれば，キャリア・ルートができていることになる。またDから正社
員のフルタイム（表にはないが，Eの下）への変化は，古くは臨時工の本工
化であり，疑似パートの正社員化の問題でもある。中村圭介氏の着目するの
は，CからEへの変化の可能性である。というより，　Cタイプのパート
（ショートタイム）を正社員で処遇することを主張している。
　次に東京都立労働研究所による百貨店の調査をみよう（12）。百貨店における
　　　　　　表19　中村圭介氏の分類
非正社員 正社員
非常用 常　用
ショートタイム A C E
フルタイム B D
（11）中村圭介［1990］。
（12）東京都立労働研究所［1991］。
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パートと女子正社員の仕事の分担関係を，アンケート調査を使ってうまく調
査している。職務内容をパートと正社員の比較し，勤続年数や，地位別の分
析から職務内容を質でわけ5グループに分類している。その5つとは，
　　①　対面販売業務
　　②直接的管理業務（商品補充，在庫管理）
　　③高度の管理業務（仕入れ，予算・売上管理）
　　④教育関係，部下管理
　　⑤ビジュアル・プレゼンテーション
　女子正社員は1－2年で①②をほとんどこなし，3－4年で③④と移ってい
く。その後配転を重ねてグループリーダーや主任・係長になっていくが，グ
ループリーダー・クラスでの退職が多い。これに対して，パートは①②まで
が多い。しかし，勤続の長いパートで③④⑤を行う者もわずかだがいる。こ
ういつたことを明らかにした調査である。職務内容で①②が補完型パート，
③④⑤が基幹型パートとすれば，’この調査は，補完型パートと基幹型パート
の区分や前者から後者へのキャリア・ルートを具体的に明らかにした点が注
目されよう。
　つぎに，三山雅子氏は，チェーンストア1社について，かなり丁寧な職場
調査を行っている（13）。正社員や男性をふくめた調査により，パートの戦力化
過程が明らかにされている。担当商品ラインごとに売上予算をもたせ，予算
意識を形成させるというのが男女謡わずあるわけだが，それをパートにまで
広げる。パートに目標と権限を与え，責任と仕事上の達成感も生み出してい
く。しかし，受け持つ予算：範囲および予算数値の人事考課上の取扱いは，
パートと正社員では異なる。それから企業は，パートを含め売場や係という
労働者の集団として能力開発をおこなおうとしている点も明らかにしてい
る。これらのことから仕事に対して限定的な関わり方をするパートという正
（13）三山［1989〕［199！コ。
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社員のアシスタントから正社員のイコールパートナーとしてのパートに変容
したと規定している。この調査は，基幹型パートの内容を，じつに細かく明
らかにした点が注目される。
　さいごに本田一成氏の調査をみよう（14）。調査をまとめた論文のタイトル
「パートタイム労働者の基幹労働力化と処遇制度」にみられるように，基幹
労働力化の実態を小売業について詳しく調査している。その際，特定業態に
みられる例を小売業全体にあてはめたりするような「粗い議論」を避け，業
態レベルにやや視野を広げて議論している点が注目される。ともすれば筆者
も陥りがちな欠点を克服しようという試みであり，GMS（総合スーパー）4
社，SM（食品スーパー）3社，専門店3社，生協1社の調査から，パート
の基幹労働力化の限界を指摘し，職場タイプや処遇制度の違いを，業態の差
をみながら論じている。それだけでなく，同じ食品スー■・e　一一におけるパート
の基幹化の差を経営戦略までさかのぼって明らかにしているところが，みご
とな分析方法であり発見でもある。パートの基幹化の差は，（男子）正社員の
部門間移動，ストア問移動の違いによる技能の違いによって説明できる。部
門間・ストア問移動の頻繁なSMほど，パートの基幹化がすすんでいる。つ
ぎに，その移動の違いは，SMにおける標準化の追求の程度によって説明で
きる。ストアの標準化のすすんだ会社ほど，移動しやすい。そして標準化の
違いは経営戦略の違いによる。高級化路線への移行もふくめた経営戦略をと
ると標準化は放棄せねばならない。ゆえに正社員の部門間・ストア間移動が
むずかしくなり，その結果，パートも基幹化せず補完型パートにとどまる。
このように，経営戦略とパートを含めた人事戦略のつながりを明らかにして
おり，今後の経済学・経営学の研究に広がりをもたせる調査である。
（14）本田［1993コ。
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　4，2　基幹型パートの推計
　さて，それでは，基幹型パートは，パートタイマーのなかで，どのくらい
の割合，存在するのであろうか。この問題は重要であるが，量的推計は困難
である。まず仕事内容のことについては，これにかぎらず，一般的に量的推
計が難しい。つぎに基幹型パートの多くが，最：初は補助的な簡単な仕事から
始めている。その時点では補完型パートである。このように，その時点の仕
事内容がわかっても，基幹型パートにつながる補完型パートとつながらない
補完型パートがあるので，たんに補完型パートの人数だけでは，この2つの
概念の意味するところを表わす数値とはいえない。
　簡単にみるためには，企業がパートタイマーをどのように位置づけて活用
しているかをみればよい。
　まず「労働省調査」では，事業所調査票に，職種別の労働者数に「正社員
の補助的業務に従事する者」の人数を書かせる箇所があるが，集計はいっさ
いなされていない。
　1989年のJIL調査事業所調査では，今後の非正社員の活用について尋ねて
いる（日本労働研究機構…［1991］p，36）。非正社員の位置づけにおいて，「基
幹的労働力として」と「あくまで正社員の補助」とするものが，同じていど
存在する（34．7％vs　37．8％）。「責任ある地位につける」（13，9％）もあわせ
れば，基幹型パートとして育てようとしている：企業のほうが，補完型パート
として考えている企業をやや上回るといえよう。業種によって差があり，卸
小売業・飲食店で「基幹的労働力」（45．5％）「責任ある地位」（18．2％）が
もっとも多く，「正社員補助」（27．3％）がもっとも少ない。逆に製造業で
「正社員補助」が相対的に多い。今後の職域拡大についても，積極的に取り
組むのがもっとも多いのは，卸小売業1飲食店である。
　産業労働調査所によるパートタイマーに関する調査が1991年と1993年にあ
る（産業労働調査所［1992］［1993］）。それぞれ304社，454事業所を集計して
いる。1991年調査では，パートの仕事内容として，基幹労働が主か補助労働
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が主かを5段階で尋ねている。それも職能部門別に聞いている。パート配置
率が高い部門で基幹労働が補助労働をうわまわるのは，サービス部門だけだ
が，どの部門でも基幹労働が主だとする企業が，4分目1から5割近くあ
る。1991年調査はまた，パートの仕事の難易度について，「高度の判断・知識
を要する専門的な業務」から「判断・熟練をあまり要しない業務」までの3
段階で尋ねている。どの部門でも半数前後が「判断・熟練を要しない」が，
いくつかの会社では，かなり高度な仕事までパートに任せている企業がある
こともわかる。1993年調査でも，パートの業務・職務内容として，管理的業
務から補助的業務まで5段階で尋ねている。複数回答であるが，製造業の生
産・製造部門では，補助的業務（42．4％），単純・定型業務（73．1％）が多い
が，一般業務（32．8％）のほか技術・専門的業務や管理的業務も若干存在す
ることがわかる。非製造業では，事務部門，営業・販売部門，サー一．ビス部門
において，一般業務が，補助的業務や単純・定型業務と同じく5－6割ある。
　このように企業の回答からおおざっぱな傾向はわかるが，企業側への調査
では，職場によって多くのタイプのパートがいるため，基幹型パートの量的
把握の点では大きな限界をもつ。これを解決するのは，パートへの個人調査
しかない。個人調査であっても，この項の最初で指摘した問題点があるが，
企業調査よりはよいといえるだろう。2つの個人調査がある。JIL調査個人
調査（以下で，JIL調査とは，このことを言う）とゼンセン同盟調査である。
後者については次項であらためて述べるので，まずJIL調査の結果をみよ
う。
　JIL調査では，まず正社員といっしょに仕事をしているかどうかの職場の
状況を尋ねている。結果は，「管理者のみ正社員で，あと非正社員」や「非正
社員だけ」というのは少なく，86．7％と圧倒的に多くが，「正社員と一緒の職
場で仕事をしている」。その非正社員に対し，“仕事の内容”を尋ねている
（日本労働研究機構［1991］pp．54－55）。結果は，「正社員と全く同じ仕事」
〈SF＞が56，9％，「正社員と一部同じ仕事」29．6％，「正社員の仕事の面
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助」10．3％，「正社員とは全く別の仕事」4．8％である。過半数の非正社員が
正社員と全く同じ仕事をしており，非正社員をパートとみなすと，これは明
らかに基幹型パートである。「一部同じ」のなかの一定部分を加えると，基幹
型パートは少なくとも3分の2以上になり，補完型パートは少ない。
　もちろん，前号の図2でもみたように，JIL調査の非正社員でパートタイ
マーという名称のものは半数にすぎないので，すべてパートタイマーの仕事
内容を表した結果とはいえないかもしれない。しかし，あるていど技能が高
いと想像される契約社員や嘱託は，合計しても5％ていどである。次に疑似
パートといわれるような勤務時間の長いパートの存在が，基幹型パートの多
さを示しているだけかもしれない。たしかに，勤務時間が長くなるにつれ，
＜SF＞は増加し，勤務時間8時間台では7割にもなる。しかし，勤務時間
5時間未満でも〈SF＞は45．9％，5時間台でも47．3％である。勤続年数が
伸びるにつれ〈SF＞はふえるが，5年で増加は頭打ちになる。3－5年未満
で62．1％である。しかし，ここでも勤続1年未満のくSF＞は47．5％であ
る。
　こういつた結果から総合的に判断すると，JIL調査の結果をそのまま基幹
型パート・補完型パートの推計に用いることには，慎重でなけれぽならない
であろう。報告書の文章には，“仕事内容”として分析されているが，アン
ケート調査票から判断すると，“仕事の種類”とかんちがいした回答者がい
る可能性がある。もちろん選択肢をよく読めば，「一部同じ」とか「補助」と
かあるから“仕事内容”のことに違いはないが，よく読まないと“仕事の種
類”と間違える可能性がある。
　また「正社員と同じ仕事」というのを本当にパートタイマーが認識してい
るのか（あるいは正社員自身も），という根本的な問題もある。たとえ，普段
まったく同じであったとしても，なにかあったとき（イザというとき）に迅
速・的確に対応できるのは正社員だけかもしれない。けれども，パート自身
がどう認識しているかという結果も，とくに人事管理の面からは，重い事実
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である。
筆者は，基幹型パートが3分の2とか半数とか存在するとは主張しない。
しかしながら，けっして少なくない基幹型パートが存在し，パート全体の1
割という数値ではない基幹型パートが活躍していることはJIL調査からもう
かがえるであろう。
　4．3　ゼンセン同盟調査
　基幹型パートについての推計のできるもう一つの調査は，ゼンセン同盟流
通部会による1990年中調査である。同じ様式の調査が！979年にもなされてお
り，2時点の比較もできるようになっており，報告書で比較している（ゼン
セン同盟［1991］pp．350－51）ほかに林［1991］もある。
　ゼンセソ調査で，まず注目されるのは，スーパー（GMS，　SM）（15＞におけ
るパートと正社員の仕事の分担関係を分析している点にある。職場の人員構
成をみると，「正社員とパートの割合が同じくらい」が27．4％，「ほとんど
パートで正社員は少数」が58，3％なので，パートと正社員の仕事の分担関係
をみることは，パートの基幹化の程度を探ることにつながる。6項目（販売
計画作成，補充発注，新人パート指導，作業割当，苦情対応，新人社員指
導）について，パートと正社員の担当をみると，たとえば「補充する商品・
食材の発注」は，14．5％が「主にパート」，13．8％が「パートのほうが多
い」，30．3％が「正社員とパートと同程度」である。この6項目は，林
［1991］によると，チェーンストアにパートが導入された当初にはパート担
（15）ゼンセソ調査の1990年調査は，男性については，いわゆるスーパーだけでなく，ホー
　ムセンター，専門店，外食，ルートセールス，レジャーサービス業も調査しているが，
　女性正社員については，GMS，　SM，ホームセンターのみ，女性パートタイムについて
　は，GMS，　SM，ホームセンター，外食を調査している。外食は，ほかに学生アルバイ
　トについて調査している。本稿でおもに論じている対象は，林［1991］とおなじよう
　に，いわゆる「スーパー」である総合スーパー（General　Merchandise　Store）と食品
　スーパー（Super　Market）である。
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当の仕事としては到底考えられなかった業務らしい。ゆえに，もし基幹型
パートのいる職場を補充発注という観点からみると，少なくとも3割弱の職
場，おおよそ約半数強の職場に基幹型パートが存在することになる。もっと
も高度な仕事と思われる「売上目標などの販売計画の作成」は，それぞれ
1，7％，1．5％，6．6％であり，ここまでは基幹化はすすんでいない。しかし，
1割に近い職場で「販売計画の作成」をパートタイマーがやっていること
も，ある意味では驚きである㈹。これらは職場についての設問で，個人の状
況を尋ねているわけでないから，基幹型パートそのものの量的把握には利用
できない。しかしながら，むしろ職場を単位とした分析のほうが実態にせま
りやすい。職場単位で，仕事が与えられ技能が形成されるからである。
　ゼンセン調査では，ほかにも仕事や職場に関する設問が多く，基幹型パー
トの推計に役立つ。パートの職場への参画状況をみると，「パートの提案は
生かされている」が2割で，「上からの指示どおりに動いている」のが4割で
ある。「女子社員はパートの意見や要望をよく取り上げてくれる」が4分の
1であり，ここからは，少なくとも2割が基幹型パートといえよう。また女
子社員との働きぶりの比較では，「職場経験が豊富なパートのほうが仕事が
よくできる」とするパートが27．4％，「生活体験が豊富なパートのほうが商
品のことをよく知っている」が42．8％，「パートのほうが真剣に仕事に取り
組んでいる」が33．7％と，仕事に対するかなりの自信がうかがえる。しか
し，これらは主観的要素が大きく，かならずしも基幹型パートの指標には適
切とはいえないであろう。
　女子正社員に対しても，パートとの仕事の分担を尋ねている。「パートな
（16）林［1991コは，日本チェーンストア協会の10項目の仕事がある調査（1989年調査）を
　用いて，「かたづけ・清掃」「品だし・陳列」などは，ほぼパート・アルバイトがやって
　いて，f接客・販売」「レジ」「調理・加工」「補充・発注」は，かなりパートがやってい
　る。しかし「商品企画・開発」「売り出し・販売企画」までには行っていないことを見い
　だしている。
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し」の職場は6．9％にすぎず，同じ仕事をする職場が6割以．．ヒ，分担がはっき
りしている職場が3割弱である。同じ仕事をする職場のうち，女子社員が
パートに指図する関係にあるのが36．1％，指図する関係でもないのが28．3％
である。後者の職場のほとんどが，基幹型パート活用の究極の職場状況であ
ろう。
　また，一定の勤務時間や勤続年数などの条件を満たしたパートのなかから
一般のパートよりも上位の資格を与える資格制度についての設問がある。4
割のパートにそういった資格制度があり，うち3割の上位資格のパートがい
る。この上位資格のパートはほぼ基幹型パートといえるが，資格制度のある
企業での上位資格のパートのみを基幹型パートだとすると，12％（0．4×
0．3）ということになってしまう。資格制度のない企業でも，実質的に基幹型
パートが存在すると考えられる。資格制度のある企業と同じ割合だとすれ
ば，全体でも3割であるし，それより小さい割合としても，少なくとも2割
は基幹型パートといえよう。
　上位資格パートになった者は，6割以上が時間給があがり，一時金（賞
与）の支給や増加が約半数，仕事の幅の広がりや責任の付与が2－3割と大
多数が何らかの変化を経験しており（17），たんなる肩書きなどの名目上の変化
ではない。ゆえに，資格制度のあるところの一般のパートと上位資格のパー
トを比較すれば，基幹型パートの属性や実態がより鮮明にわかるであろう。
　一般パートと上位資格パートの年齢分布をくらべると，さほどの差がな
い。ところが勤続年数の分布でみると，上位資格パートは長い勤続に多い。
一般パートが5年以上が17．0％なのに対し，上位資格パートは32．3％であ
る。これは，もちろん資格制度の登用条件に一定の勤続年数があることも影
響していよう。
（17）　「変わったことがない」は15．9％である。こういつた上位資格のいる職場，というよ
　り企業の人事処遇は問題であろう。
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　うえで述べtgパートと正社員の仕事分担や職場への参画状況，女子社員と
の働きぶりの比較でも，そうじて上位資格パートのほうが積極的な回答が多
い。また就労目的において「生活費を得るため」がやや多く（上位資格パー
ト38．6％vs一般パート30．0％），勤務先の魅力において「社会保険や健；康保
険などの制度がきちんとしている」がかなり多く（34．3％vs．17．5％），「勤務
時間が自分の都合に合わせられる」が少ない（9．2％vs　26．4％）。時間給も高
いところに多く（700円以上が49．0％vs　20．1％），年収では100万円未満は少
なく（15．6％vs　51．0％）150万円以上が多い（32．7％vs　4．0％）。したがっ
て5節でも述べる年収100万円以下の無課税に対して，給与額の調整の努力
をしたものも少ない（12．0％vs　23．2％）。そして労働組合への加入も断然多
い（72．5％vs　14．1％）。そうじて上位資格パートは，勤続を積んで仕事への
姿勢が積極的で，正社員に近い仕事内容をこなし，意識も正社員に近い。と
ころが，前号の2．2．1でもみたように，正社員への希望は少ない。たし
かに一般のパートが10．0％希望しているのに対し，2倍の20．9％が希望して
いるが，それでも2割である。3分の2近くの上位資格パートがはっきりと
今の会社の正社員になりたくないとしている。
　基幹型パートをあらわす代理指標は，様々なものが考えられようが，この
項でみたゼンセン調査の設問項目や結果は，参考になるところが多いであろ
う。ゼンセン調査からは，スーパーの女性パートの少なくとも2割，おおよ
そ3－4割が基幹型パートであると推定される。
　4．4　女子パート賃金の勤続効果
　これまで述べたことから，一般的には，基幹型パートの育成をめざした人
事管理が，企業にとってもパート本人にとっても望ましいことがうかがえよ
う。ここでは，パートタイマーの人事管理のシステムを詳述するのではな
く，こういつた基幹型パートが今後も大量に生まれる可能性が本当に存在す
るかを主に賃金面から考察する。それも個別事例ではなく，マクロの賃金
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データや既存の研究から確かめてみる。
　中村恵氏のタイプ分けによると，基幹型パートは，おおむね人事考課等を
通したベース時間給の昇給制度のあるところで働いている。あるいは定期昇
給，能力加給，勤続加給などがある。これに対して，補完型パートは，これ
らのものが存在しないケースがほとんどである。ゆえに，前者では勤続とと
もに賃金が上昇するが，後者では勤続にかかわらず一定である。ゆえに，ま
ず勤続の長いパートがどれだけ存在するかが鍵となる。すぐ辞めるような勤
続の短いパートが大半であれば基幹型パートが普及する可能性は小さい。勤
続の長いパートが一定程度存在して，なおかつパートタイマーの賃金の勤続
年数による上昇度が，ある程度，大きければ，基幹型パート普及の可能性が
ある。このときには，ある意味では，パートタイマーにおける準内部労働市
場（Quasi　Internal　Labour　Market）ともいうべきものの形成になる。しか
し，上昇度がごく僅かであれば，たとえ一部に基幹型パートが存在しても，
全体的な普及は期待できない。
　これを確かめる統計は，なんといっても「賃金センサス」である。もちろ
ん，基幹型パートと補完型パート別に勤続別賃金がわかるわけではなく，あ
くまで平均の賃金である。しかし，平均賃金である程度の賃金上昇度があれ
ば，基幹型パートの普及可能性は証明されたことになる。
　10人以上の企業について，女子パートの平均勤続年数は，1976年の2．9年
から1993年には4．6年と伸びている。製造業で5．6年，卸小売業・飲食店で
4．3年，サービス業で3．9年と長い。パート導入の歴史の新しい金融・保険業
でも3．8年になっている。勤続年数の分布をみると，勤続5年以上が37．1％
もおり，勤続1年未満は20．2％である。女子正社員の一般女子の勤続年数も
平均勤続は7．3年と長期化してきているが，勤続5年以上は46．6％である。
女子正社員の長勤続層に匹敵するほどの長勤続パーートが存在することがわか
る。「賃金センサス」のパートの勤続年数の刻みは5年が上限なので，より刻
みのある！990年の「労働省調査」でみてみよう。この調査では勤続5年以上
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が36．2％だが，．7－10年未満が10。1％，！0－20年未満12．3，20年以上1．5％で，
勤続10年以上のパートがなんと14，0％も存在する。1990年の一般女子で勤続
10年以上は26，5％である。とにかく，かなり長い勤続のパートが，かなり多
く存在することがわかった。
　さて，いくら勤続が長くとも賃金があがらないのであれば，低賃金労働で
ずっと働かざるをえないという古典的貧困労働者のイメージに近い。「賃金
センサス」では，パートタイマーについても，1985年調査から勤続年数につ
いてのデータを公表している。1993年について，勤続5年以上の平均賃金
（1時間あたり所定内給与）を勤続0年とくらべてみると，3．7g％の増加で
ある。これは，勤続5－9年と勤続0年の所定内給与を比較した一般男子の
25．97％，一般女子の17．74％にくらべ大きく下回る。また職種別に賃金のわ
かるもので賃金の低い2つの職種で，経験年数0年と5－9年を比較した，
女子ビル清掃員2．61％，女子ミシン縫製工6．53％といった数値を参考にする
と，古典的イメージに近いかもしれない。しかし，賞与に眼をむけると，か
なり違った像になる。勤続とともに賞与は加速度的に増加する。！993年で，
勤続0年が8200円，1－2年で66400円，3－4年109400円，5年以上155300円
である。これを加えると，年収としては，かなり増加することになる。
　以上のような粗い試算ではなく，より厳密に試算したものとして市野
［1985］がある。これは1982年の「賃金センサスゴを特別集計した研究で，
女子パートの勤続年数別賃金をみると，所定内給与で勤続6年以上が勤続0
－1年より14％高く，年上昇率にすると女子フルタイムをやや下回るていど
である。また賞与では勤続6年以上が勤続1年より170％高い（18）。年間賞与
を産業，企業規模，地域，年齢，勤続年数により分散分析すると，規模と勤
続年数の違いによるスコアがとくに大きいことを見いだしている。
（18）　「賃金センサス」で年収をもとめるには，前年の賞与のデータを用いなければならな
　い。ゆえに，勤続0年を除いて勤続1年となっている。
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　1989年の賃金センサスから女子パートタイマーの賃金関数を推定した大沢
真知子［1993］によると，一般女子の勤続効果は減速するのに対し，加速し
ている。それも時給に反映されるのではなく，賞与の増加という形をとって
いるようだ。
　より精度の高いデータを駆使した研究をみよう。1990年「労働省調査」の
心志をつかった神谷〔1994］では，時給賃率（19＞は勤続15年以上を勤続1－2
年とくらべると5．5％増加しているが，勤続5－9年では，むしろ1％減少し
ている。しかし，労働時間や年間賞与などを加味した年間賃金では，勤続15
年以上で33．3％，勤Wt　5－9年でも14．0％の増加がみられる。一方，1983年の
「職業移動と経歴（女子）調査」（雇用職業総合研究所）の個票を使った永瀬
［1994］によると，様々な属性でコントロールすると，「呼称パート」の賃金
率は「正社員」より3割も低い（20）。そしてパート賃金の勤続年数の効果は有
意でない。また永瀬［1995a］は，「労働老調査」の個票を用いて，パートの
勤続の収益率が男女とも1～2％で，一般の5．5％にくらべ低いことを強調
している。
　以上のように，厳密な研究がまだまだ必要だが，大多数のパートタイマー
が勤続とともに賃金がほんの僅かにしか上がらないとは，けっしていえない
であろう。ましてや，賃金がフラットの補完型パートが一定程度，存在すれ
ば，それをサンプルから除いた基幹型パートの勤続による賃金上昇効果は，
かなりのものであると予想される。
　このように，賃金や勤続年数の面から基幹型パート普及の可能性は少なか
らずあり，企業がそれに向けた人事・賃金管理をおこなえば，ますます増え
（19）神谷［1994］でいう賃金率である。この論文による恒等式は，年間賃金＝年間主要時
　間給（賃金率×年間総実労働時間）＋年間賞与＋年間その他の賃金である。
（20）しかし，週35時間未満の短時間就業者は，それ以上の長時間就業者よりも賃金率が高
　い可能性を指摘し，疑似パートの賃金率が低いことを示唆している。この議論の背景に
　ついては，次の文献を参照せよ。仁田［1993aコ［1993b］大沢真理［1993　a］。
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る可能性がある。また前号の2．3で推計した15％から20％ていど存在する
「技能の意味での不本意パート」についても，能力を生かす人事管理をおこ
なえば，基幹型パートが広がる可能性を示すものである。
　4．5　派遣労働者について
　非正社員でよくパートタイマーと並んであげられる派遣労働者について，
少し考察を加えよう（21＞。その理由は，第一に前号の1節の定義でもみたよう
に，パートとテンポラリー・ワーカーとの関係や区別が重要であり，テンポ
ラリー・ワーカーの典型として，派遣労働者がとりあげられることが多いか
らである。第二に，フルタイム正社員との関係をみていくときに，パートと
派遣労働者は，同じ質や属性の労働者かどうかをみておく必要がある。十分
な解明はできないが，とくに基幹型パートとの関係が重要である。
　まず，「就業構造基本調査」により，人材派遣企業の派遣社員の人数をみる
と，1992年で16万3千人，うち女性が11万4千人である。！987年にくらべ，
87％（女性で133％）の増加と急激にふえているが，いまだ雇用者の0．3％，
女性雇用者の0．6％をしめるにすぎない。女性派遣社員11万4千人のうち，
ほとんどの10万3千人が対事業所サービス業であり，職業としては，事務従
事老が8万6千人（75％）が圧倒的に多く，ほかには専門的・技術的職業，
サービス職業，労務作業者が，それぞれ5－6％をしめる。全体の11万4千人
は，女性の非正規社員全体の2．7％にすぎず，女性パートタイマーとくらべ
ると，わずか2％という数にすぎない。しかしながら，大企業では，よく利
用しているようでもあり，労働市場に対する影響力が大きいかもしれない。
　女性にかぎって分析するが，まず年齢の分布をみよう。比較のために，正
社員やパート，アルバイトの年齢分布も掲げる（表20）。パートタイマーが
（21）派遣労働者については，高梨［1986コ［1991コがわかりやすい。高梨［1986］に対して
　e：　，田老の書評がある（脇坂［1992］）。
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　表20
年齢
15－19
20－24
25－29
30－34
35－39
40－44
45－49
50－54
55－59
60－64
65一
　計
女性の雇用形態別年齢分布
正規職員
　4．ordo
23．2rdO
14．9906
　8．8％
　8．9％
11．8fO）6
　9．8PO6
　8．7％
　6．1906
　2．5906
　1．5906
100．OPO6
資料）就業構造基本調査
パート
　O．5％
　2．7906
　5．2％0
　7．8AO
13．4％
22．2％
17，4fO）IDf
14．1％
　9．0％
　4．8906
　2．9SO）6
100．OPO6
1992
アルバイト
　21．3！0）6
　27．6906
　11．3％
　6．5906
　6．OPO6
　7．9％
　6．OPO6
　4．20％
　4．IAO
　2，8906
　2．3906
100．0906
派遣社員
　1．8％
15．8PO6
32．5％
19．3PO6
　9．6rdo
lO．5S）（，f
　4．4PO6
　1．8AO
　2．6906
　0．9906
　0．9906
100．0％
30台後半と40台で半数以上をしめるのに対し，派遣社員は，中高年に少な
く，20台と30台後半で3分の2を占めている。若い女性が中心だといえる
が，アルバイトが10台後半と20台前半に多いのとくらべると，5－10歳ほど
年齢が高いといえよう。仕事を主としているか従としているかをみると，
「仕事が主」の割合が派遣社員70．1％，パート36．4％，アルバイト34．1％で
ある。パートが家事が主なのに対し，派遣社員は仕事が主である。20台と30
台後半では，派遣社員の8割が仕事を主としている。
　では，先にも取りあげた中村圭介論文をみよう。これは「登録型」派遣の
代表である事務処理サービス業を対象としている。1986年の調査に基づいて
おり，有効回答一部上場企業309社，女性派遣労働者1824名の分析をもとに
している。彼によれば，派遣労働老に対して2つの通説が存在する。1つ
は，「自分の好きなときに好きなだけ働ける」というものである。もう1つ
は，「企業が派遣労働を多く利用し正社員は職を奪われ，企業組織のコアで
ある正社員の部分がかなり細くなり，日本的雇用慣行は崩れていく」という
ものである。彼は需給双方から，これらに検討を加える。
　まず，需要側では，外部化・多様化にも数多くの選択肢が存在することを
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強調する。パートタイマーやアルバイト，外注請負でなく，なぜ派遣にする
のかを明らかにする必要がある。調査によると，派遣利用の3つのタイプが
あり，
　　　「必要に応じて利用」　5割
　　　「特定の繁忙期」　　　1割
　　「日常的長期的利用」　3分の1
である。だから，3分の2は労働需要量の調整で，3分の1の「日常的長期
的利用」のみが，企業内労働市場分断化の可能性があるが，問題はそのてい
どである，という。
　次に働く側をみると，パートとは違う供給源であることがわかる。20代後
半から30代前半の高学歴女性で長期の職業経験をもち，未婚者が多い。希望
勤務形態をみると，「常用的フルタイマー的派遣」4割強，「パートタイマー
的派遣」4分の1，「特定の時期の派遣」2割である。中村圭介氏は「常用的
フルタイマー的派遣」を希望する女性たちは：本当は大企業正社員になりたい
女性たちだと推測する。そして，常用的フルタイマー的派遣の女性を正社員
に雇うと，仕事と技能水準による職種を基礎とした処遇になろうと展望す
る。
　東京都労働経済面の調査は，常用型と登録型の双方を同時に調査してお
り，両者のちがいがわかる（22）。派遣利用タイプとしては，
　　「ほぼ通年的」　　　5割
　　「特定時に定期的」　1割弱
　　「繁忙時に臨時的」　4割
である。問題の可能性ある「通年」は中村調査より多いが，これは常用型も．
．含むためである。女性にかぎっていうと，登録型も常用型も意識に違いな
い。本当は（大企業）正社員になりたいのが，2－3割いる。パートタイマー
（22）東京都労働経済局［1989］
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的派遣か特定の時期の派遣かわからないが，とにかく派遣の形態を受け入れ
ている者が3分の1から5割存在する。意識がはっきりしていない者が2割
以上いるが，ほぼ中村圭介氏の解釈に近い結果が出ていよう。なお男性の多
い常用型の「情報処理システム開発」「機械設計」では，「他社「派遣」を減
らしたい」が多い（32．3％；41．0％）。ゆえに，派遣労働市場を考えるとき
は，すくなくとも女性派遣労働と男性常用型にわけて考えるべきであろう，
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